
➢ 働き方改革推進事業　　　　　7億円

➢ 働くパパママ育休取得応援事業　　　　　14億円

➢ 女性ベンチャー成長促進事業　　　　　3億円

➢ 建設業における女性活躍推進事業　　　　　0.2億円

➢ 保育サービスの拡充　　　　　　　　　　　341億円

➢ 認可外保育施設利用支援事業　　　　　32億円

➢ 介護休業取得応援事業　　　　　　0.4億円

➢  「東京くらし防災」の活用促進　　　　　　1億円

認可外保育施設を利用する保護者の負担軽減を図るため、利用料の一部を補助する区市町村を支援

し、地域の実情に応じた保育サービスの整備促進及び質の向上を図る。

また、子供を2人以上持ちたいと願う保護者が、安心して子供を産み育てられるよう、多子世帯に対し、認

可外保育施設の利用料の負担軽減を図る区市町村を支援する。

従業員に介護休業を取得させ復帰させた企業への支援を行うことで企業の職場環境整備を推進する。

平成29年度に作成した女性視点の防災ブック「東京くらし防災」の活用促進を図り、都民への防災普及

啓発を推進する。

働き方改革に取り組んだ企業への奨励金の支給や生産性向上に向けた専門家派遣など、制度整備と生

産性向上の両面から、企業の働き方改革を支援するとともに、取組事例の発信など幅広く普及促進を行

うことにより、働き方改革を推進する。

従業員に希望する期間の育児休業を取得させ復帰させた企業への支援、男性の育児休業取得奨励と

いった支援を行うことで企業の職場環境整備を推進する。

「女性の起業」の幅が増し、いわゆる「プチ起業」の規模感のものから、これまでのビジネス経験を活かしてよ

りダイナミックなビジネスを志す女性起業家が徐々に増加する一方、男性に比べ、都内女性起業家が全国

規模やグローバルで活躍している事例が少ない現状を踏まえ、スケールアップを目指す女性起業家向けの

短期集中型育成プログラムを実施し、ロールモデルとなるような女性スタートアップの創出を図る。

女性技術者を対象に、建設業界で働く女性の活躍推進について広く情報発信するとともに、提言を行うた

め、セミナー等を開催。女子学生を対象に、将来の担い手となりうる学生等へのＰＲのため、学生向けイベ

ントに参加。

認可保育所や認証保育所、認定こども園、小規模保育、家庭的保育など、地域のニーズに応じた多様な

保育サービスの整備を推進する。

令和元年度女性活躍推進関連の主な実績 1,512億円

働く場における女性活躍の推進 177億円

子育てや介護に対する支援 1,067億円

あらゆる場における女性の活躍推進に向けた支援 268億円
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